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　アメリカ国防総省の本部庁舎ビル，通称ペンタ
ゴンそばの大地から立ち昇る黒く稠密な煙は，逆
あがる大漫布のようであった。2001年9月11日，
大学院生であった評者はワシントンDCにいた。
米議会図書館での資料調査のための滞在であった
が，一日だけ休みをとって現地のバスツアーに参
加し，ホワイトハウスから西南，ポトマック川沿
いにあるジェファソン記念館にいた。突然，職員
が冷静を装いつつも，焦りのある声で観光客にと
にかく外に出るように伝えた。建物の外はパトカー
が一台。見える警官の姿は一人だけだった。異様
な状況に言牙しがりながらもツアーバスに戻るさな
か，前を歩いていた参加者が後ろを振り向いて，
驚きの表情を見せた。他の客も倣うのを見て，な
んだろうとそちらを見たとき，朦朦たる黒煙が天
を目指してゆるゆると昇っていくのを目撃するこ
ととなった。ペンタゴンビルのそばに墜落した飛
行機から沸き立つ雷雲のような煙であった。
　映像報道により，日米間わず世界中の多くの人
にとって，アメリカ同時多発テロ事件（Septem－
ber　llattacks，以下，9．11テロ）は，ニューヨー
クのワールド・トレード・センタービルへの民間
旅客機の激突の光景で記憶されていることだろう。
しかし，私に取ってはニューヨークのそれではな
ぐ，ワシントンDCで見た滝のような黒煙であっ
た。第三代アメリカ大統領を記念して建てられた
ジェファソン記念館は，ペンタゴンから1マイル
ほどの距離にあり，もし乗っ取られた民間旅客機
が，ホワイトハウスを目指していたら，私の上に
落ちていたかもしれないと思うと，いまでも背筋
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の凍る思いがする。
　9．11テロがアメリカの安全保障の死角となった
のは，ニューヨークにしろ，ワシントンDCにし
ろ，戦闘機による攻撃ではなくて，民間旅客機を
ハイジャックしたうえでの自爆テロであった点に
ある。アメリカではこれまでにもハイジャック事
件があったが，多くは乗客を人質として盾にする
交渉手段やハイジャック犯人の亡命目的のもので
あり，意図的な航空機による政府施設突撃の実例
はなかった。航空機によるものに限ればアメリカ
連邦領土の攻撃は，第二次世界大戦時に，ハワイ
準州の真珠湾に対して行われた事例を除いてはな
い。本土（mainland）となると皆無である。し
かしながら，9．11テロは，米国内で離陸した民間
旅客機のハイジャックによる攻撃を敢行した。こ
れはアメリカの国防と安全保障における軍事航空
防衛体制の盲点をついた攻撃であった。では，こ
のように考えたとき，はたしてアメリカの民間航
空体制と軍事航空体制は，別の構築物だったのだ
ろうか。
　今回，姐上にあげる高田馨里の『オープンスカ
イ・ディプロマシー　アメリカ軍事民間航空外交
1938～1946年』は，アメリカの民間航空と軍事
航空が共に，1903年から21世紀の今日まで同じ
空間に存立しており，その中核的な体制が第二次
世界大戦の戦中戦後の時期に形作られたことを膨
大な資料と分析で提示する。著者は9．11のとき
に別物であるかのように見られた両航空システム
が，元来綿密な計画により背中合わせで政治上構
築されていった点を論ずる。
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　本書は三部六章（第1部「第二次世界大戦勃発
と『航空大国アメリカの出現』」，第ll部「新しい
空の秩序の模索」，第皿部「戦後国際航空秩序の
形成過程」）と序章および終章の計八章から構成
されている。筆者は，序章「真珠湾攻撃は『難攻
不落のアメリカ』を生んだのか？」で，9．11で破
られたアメリカの国際航空秩序が，民間主導や経
済目的からのみ構築されたのではなく，政治的脈
絡の上に形成されたと本書の趣旨を明確にうちだ
す。本書の問いの特徴を把握するためにも，序章
の問題提起を柱に，本書の全体像を確認したい。
　先に述べたように著者の高田馨里は，9．11テロ
で再検討と強化を求められることとなったアメリ
カの国際航空秩序について，国際航空が経済領域
ばかりでなく，常に政治領域に属した問題であり
続けたことを再認識する必要性を問う。筆者が引
くように，19世紀アメリカには，大西洋と太平
洋という二つの海洋に守られた「無償の安全保障
（Free　Security）」の国防観が存在した。1903年
のライト兄弟による滑空以来，開発と技術革新に
より航空が実用化し，空での移動と輸送が現実の
ものとなった時代に，こうした「海洋の自由」を，
「空の自由」に置き換えて為政者が論じることは，
自然の成り行きであった。これは海での領域主権，
すなわち制海権の問題が，空での領域主権，すな
わち制空権の獲得へと安全保障の枠組みが拡大し
たことを意味する。では，アメリカの第二次世界
大戦後の航空秩序構想はいつ生まれたのか。それ
は先行研究でも示されている通り，1944年11月
に開催されたシカゴ国際民間航空会議（以下，シ
カゴ会議）で議論されたシカゴ国際民間航空条約
の交渉においてであった。
　アメリカは，第二次世界大戦中の1941年に，
武器貸与法（Lend－Lease　Acts）を根拠に投資を
先行させ，連合国側の同盟国領域に航空施設や空
軍基地の建造を推進した（油井大三郎『戦後世界
秩序の形成一アメリカ資本主義と東地中海地域
1944－1947』東京大学出版会，1985年）。シカゴ
会議での航空条約議論は，戦時環境下に国外の多
地域で展開されたこのような軍需施設を航空秩序
の枠組みのなかで再編成し，戦後に民需転換を図
ろうとしたアメリカが戦略的に取り組んだ交渉だっ
たのである。第ll部，第皿部で述べるように，筆
者はアメリカ政府が第二次大戦機に拡大した軍事
的ネットワークを，戦後秩序において民間へ転換
しつつ，官民両者がその航空ネットワークを分か
ちがたく結びつけ，共有していた点を重視する。
軍事から民間へ，民間から軍事へと，空のネット
ワークは結託するのである。その最大の課題が，
アメリカが空で「自由」であることを確保するこ
とにあった。
　高田の視点は鋭角にその問題点をつく。アメリ
カ国務省の政策課題はこうした「空の自由」にあっ
たが，当然ながら国際社会で積極的な参入姿勢を
見せ始めたばかりのアメリカは，それを容易に達
成できるわけではなかった。成果や効率性の如何
はさておき，既に第一次世界大戦期にはヨーロッ
パ諸国間で航空機を活用した攻撃が試みられ，戦
間期になると，パリ国際航空条約を基軸に「排他
的なヨーロッパ植民地航空システム」が構築され
ていた。アメリカの政治的思惑は，この破棄にあ
ると同時に，その航空システムへの参入一すな
わち，「空の門戸開放（Open　Sky）」にあった。
　アメリカは，自国を中心とした航空システムの
再構築を探ったが，そのプロセスにおける障害に
は主に二つの段階が見られる。すなわち，（1）初期
のイギリスとの対立と，②ソ連との競合である。
前者は，航空ネットワークの領有と空の自由の観
点に加えて，事実上，空のヘゲモニーを担うのは
誰かという問題であり，アメリカはその支配者の
交代を期していた。後者については，ソ連はシカ
ゴ会議には参加しておらず，故にその後の冷戦を
鑑みれば，アメリカは冷戦起源あるは冷戦初期の
米ソ対立構造下での構築を模索せねばならず，こ
れは政治上の喫緊の課題となったことは想像に難
くない。アメリカの基本的な態度は，一つにアメ
リカの国際航空ネットワークへの参画を，国家安
全保障政策と連動して運営することであり，一つ
には，高田の鋭い指摘であるが，対ソ戦略上での
核兵器や宇宙開発での「透明性」の確保にあった。
アメリカを主軸とした航空体制は，言わずもがな
今世紀まで連綿と続いているのであり，その構築
プロセスの分析なくして，冷戦期及び現代のアメ
リカ航空体制の評価や，さらなる論究はできない。
筆者は副題にあるように，1938年代から1946年
までを時期的な分析対象にし，こうした枠組みを
第1部から第皿部で考察を深めていく。
　第1部「第二次世界大戦勃発と『航空大国アメ
リカの出現』」は二つの章で構成されている。第
1章「アメリカ人にとっての『航空時代の到来』」
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と第2章「空の図像学一『航空大国アメリカ』
の出現」である。第一部の中心的な概念は，航空
ネットワークの確i立による，新しい世界像がいか
にしてアメリカ人のコモン・センスないし共通認
識になったかという点にある。留意したいのは，
航空ネットワークを形成する政治的視野が，対外
政策立案者の独占物であったわけではなく，国内
事情や内政とも密接に結びついており，他方で政
策立案者が連邦議会や国民に対して，この新しい
概念を流布しようと努めたことの指摘である。対
外政策決定過程にいた指導者たちは，航空機の技
術開発やネットワーク整備により，「世界の縮小」
が現実的なものとなり，それは同時に外的な驚異
一ソ連などの大国との対立を激化させると認知
していた。ゆえに，政策立案者は，対外政策とし
て官民間わず航空ネットワークの認識を政界，業
界のみならず，一般市民とも共有する方策を打ち
出すこととなる。この新しい価値観を流布するた
めの一っの戦略が「新しいフロンティア」や「一
つの世界」のイメージであった。真珠湾攻撃以降，
政府の主導する「航空時代の教育」プログラムが
進展したが，航空業界にしても，メディア報道を
介した一般市民の認知にしても，こうしたイメー
ジ形成戦略はある種の国民動員的背景や空のコモ
ン・センスの獲得に一つの役割を果たしたと言え
よう。
　続く第ll部「新しい空の秩序の模索」は，第3
章「戦後国際航空議論の展開」と第4章「空をめ
ぐる戦時国際関係史」からなる。ここではアメリ
カが政治的・経済的課題を乗り越えつつ，航空ネッ
トワークの確立とその安全保障への組み込みを進
展させていった過程に焦点を当てている。アメリ
カの軍事・民間航空政策の策定過程が分析される
が，海洋を媒介とした「無償の安全保障」喪失と，
新しいフロンティアである空の活用と防衛への逼
迫によって，アメリカの国防認識の変化が醸成さ
れた。このため，武器貸与法以来，世界各地で展
開した軍事基地網の運営管理を前提とする新たな
国家安全保障が提起されたのであった。当然なが
ら，この道程は一筋縄ではいかず，内外で軋礫を
生んだ。国内では，第二次世界大戦前から太平洋
や大西洋を横断する航路を築き上げていたパンア
メリカン航空（通称パンナム）と，その他の航空
会社の競争が激化し，それは政府や連邦議会論争
でも議員からのロビーや圧力などを生む。他方で，
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「自由貿易イデオロギー」を反映していたオープ
ンスカイー「空の門戸開放」政策が，他国から
歓待を受ける道理はなく，それら競合諸国の防衛
構想と衝突することにもなったのである。ゆえに，
1944年のシカゴ会議は，これらの利害関係の調
整ないし解決を図るためにも最重要課題となった。
　第皿部「戦後国際航空秩序の形成過程」は，第
5章「シカゴ国際民間航空会議」と本書の表題と
なった第6章「オープンスカイ・ディプロマシー」
からなる。先に述べたように，外交上のオープン
スカイ戦略は，アメリカの「空の自由」の獲得を
見込むと同時に，制空権のヘゲモニー闘争でもあっ
たため，同盟国間や戦後国際社会の主要国一特
にイギリスとソ連一との深刻な対立を生んだ。
その調整を期すシカゴ会議はソ連が不参加となっ
ただけではなく，同盟国間でも紛糾する。これま
でに国際航空秩序体制を作り上げていた参加国の
思惑は，アメリカの空の門戸開放戦略に枷をはめ
ることであった。結果として，シカゴ会議は一定
の成果を見たものの，妥協や修正も叶わずアメリ
カの望む形での包括的な一般協定を締結できなかっ
た。アメリカの対外政策立案者はシカゴ会議を失
敗とみなし，その反省において国務省，陸軍，海
軍の連携強化を諮る三省調整委員会を設置し，軍
事と民間を接続した航空政策策定を進展させたの
である。こうした政策プロセスを踏まえた上で，
アメリカは国際社会全体での困難な利害調整では
なく，実利的に関係各国と個別に基地の獲得や，
商業航空権を確保する手段に訴えたのであった。
しかし，これは他方でソ連の不興を買うことにな
る。こうした基地や商業航路を結ぶラインの構築
が「空の分断」へと向かい，戦後ソ連との対立構
造を生みだすもう一つの要因になったからである。
　終章「戦後国際航空秩序の形成」では，1919
年のパリ国際航空条約のような既存の国際航空秩
序を換骨奪胎し，国際航空秩序の門戸開放，すな
わちアメリカ主導の新しい国際航空秩序を求あて
いったことを確認する。ここまでに論じられてき
たように，アメリカの国際航空秩序の再編の意図
は，その国際社会への積極的な関与と時期を同じ
くしており，孤立主義的傾向を持っていたアメリ
カの遅れての参入と交渉は国際社会での軋礫を生
むこととなる。シカゴ会議からの反省と，既存の
航空秩序への実際的な対応として，アメリカは国
際社会での一枚岩的な交渉からそれぞれとの国家
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との二国間交渉へ向かう。こうしてアメリカはイ
ギリスとの交渉と英米間の二国間航空協定である
バミューダ条約体制を一つのモデルに，それ以降
各国とそれぞれ個別の航空条約を締結し，それら
を織りなしてアメリカの意図する国際航空秩序を
構築していくのであった。その一方，第皿部で論
じられたソ連のシカゴ体制への不参加のように，
ソ連の国際航空秩序体制への不参加とアメリカへ
の警戒は，双方で不信を招く。このアメリカの国
際航空秩序への参画とそのヘゲモニー獲得運動に
接してのソ連の態度硬化は，冷戦起源論を考える
上でも一つの有効な示唆となり得る点を，筆者は
論じた。
　こうした実証的な研究に対し，20世期転換期
のアメリカと環太平洋地域の相互関連性を研究す
る評者の立場から，より広範かつ抽象的な枠組み
から一点，資料分析の枠組みから一点，さらに評
者の関心から部分的な議論について二点を指摘す
る。ここにあげるのは，今後の筆者の研究に期す
るものもあるが，同時に本書を読んだ研究者及び
私自身も取り組まなければならない課題である。
　一点目として，アメリカの対外戦略における
「自由」について考えたい。アメリカの空の自由
への希求が，地政学的感覚と分かちがたく結びつ
き，安全保障の再編と向かったことは本書全体で
通底する議論である。1828年のモンロー大統領
による，いわゆるモンロー・ドクトリンとしての
孤立主義が，他方で同時に西半球の体制強化を求
めたのは知られている事実であり（中嶋啓雄『モ
ンロー・ドクトリンとアメリカ外交の基盤』ミネ
ルヴァ書房，2002年），民主党・共和党に限らず，
その後のタイラー・ドクトリンや，モンロー・ド
クトリンのクリーヴランド系論，セオドア・ロー
ズヴェルト系論を経て，より積極的な海外での
一特に太平洋での外交的優位を目指す一門戸
開放を指向するようになる。通説では，セオドア・
ローズヴェルト以降，ウィルソンを経て，フラン
クリン・D・ローズヴェルトに至り，アメリカの
孤立主義は徐々に転回し，破棄されたと考えられ
’ているが，現実には19世期中葉から海外進出を
求める帝国主義的膨張論と反膨脹論の長期にわた
る議論と実行のせめぎ合いの上で，門戸開放政策
あるいはニューレフト史家のいう門戸開放帝国主
義は形作られたのである。
　その際，海洋における「無償の安全保障」でさ
えも，海外膨張を目指す帝国論者たちはそれが安
定的に機能しているとも，無償で手に入るとも考
えていなかった。20世期転換期の論者であるア
ルフレッド・T・マハンや，連邦議会最大の膨張
論者ジョン・T・モーガンでさえも，「無償の安
全保障」を確保するために海軍強化や海外膨張の
推進レトリックとして活用する。海洋の自由は，
港湾の自由や公海の自由，海上航行の自由の概念
を伴いながら，海外市場へのアクセス，商船隊の
保護，海外市場への中継地点の確保と堅持などの
海外膨張政策と一体化した。これはハワイ併合問
題においても，現在はパナマ運河として知られる
中米地峡運河建設計画においても，繰り返し，そ
して重ねて利用された政策レトリックであった。
　合わせて指摘したいのは，こうしたレトリック
を推進する際に，コスト議論の二面性が存在した
ことである。ニューレフト史家が定義した実際主
義的帝国主義者のように遠大な帝国主義をさけ，
過剰な負担を是としない身の丈にあった帝国主義
を標榜するものもいたが，その他の海外膨張論者
が常に現実のコストを前提として政策立案をした
とは限らない。一つには「遠大な計画（large
policy）」のようなレトリックが全面に押し出さ
れたとき，経済的な背景や理由は破棄されること
もあるし，同様にそのレトリックの都合に合った
コスト，すなわち必ずしも現実にそぐわない経済
統計がすり込まれることもあるからである。安全
保障の不備を解消し，安定を得ようとする政策立
案者の姿勢，レトリック，戦略が地政学的議論に
重ねられて，政策決定過程に長年にわたり練り込
まれていった。整合性を持たないデータが政策立
案に図られ，現実の政策に反映される不条理さに，
多くの歴史家は苦しんできたが，それは安全保障
政策を検討する際にも大きな壁となっている。こ
のような対外政策レトリックー政策立案者の仕
掛けを実証研究として姐上に挙げることの難しさ
はあろうが，より注意を払いたい。
　こうした観点を前提として熟慮したいのは，
「無償の安全保障」を所期する「海洋の自由」ば
かりでなく，対外政策における自由の拡大あるい
は維持が，アメリカの共和国理念にも通底してい
るという視点だ。1787年の北西部条例以降，ア
メリカ人は西漸運動を進展させ，アメリカのフロ
ンティアを拡大させ続けた。現在までにアメリカ
は大陸内48地域と，地続きではない海外島ma　2
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地域（oversea　possessions）の併せて50州を成
立させた。合衆国はハワイをも北西部条例に則っ
た連邦加盟州として加えたが，これはアメリカの
共和制の拡大でもあった。アメリカの大陸内膨張
から海洋を第二のフロンティアとした視点は，フ
レデリック・J・ターナーや，マハンの「合衆国
海外に目を転ず」をはじめ，多くの学者や理論家
が共有し，議論を交わした概念である。もちろん，
これは限界のない無制限の海外進出ではなかった
が，アメリカ国内だけでなく，ハワイやプエルト・
リコのような境界的地域や，国外に対してもその
指向性を隠さなかった。ウィルソンの平和原則に
しても，フランクリン・D・ローズヴェルトの四
つの自由にしても，国内外を接続させた自由の希
求であり，こうしたアメリカの自由が対外政策に
おいて時には思想的に，時には戦略的に盛り込ま
れた。
　このように海洋の自由は19世期を通して政策
議論がなされ，高田も指摘するように，20世期
にいたっても姿を変えて空の自由となり，二つの
世界大戦や冷戦を通しても通底する，政策の推進
の一要素となっている。こうした観点から捉えれ
ば，高田の議論はより普遍的なアメリカの外交政
策決定過程の問題点をついているとわかる。筆者
が丁寧な，資料に裏打ちされた実証研究を進めた
姿勢に最大の賛辞を送ると同時に，評者はアメリ
カの体制の拡大や維持を目指しつつ，国際社会に
求めた「自由」とは何かというある意味「大きな」
問題について読んでみたくなった。これまで多く
の先行研究がアメリカの「自由」について問うて
きたが，改めて安全保障と対外関係の枠組みから
問い直すべき課題であろう。著者には，今後冷戦
史研究においても同様な視点の追求を望むが，同
時に評者を含めた合衆国の対外関係史研究全体の
論題である。
　二点目として，図像資料の扱いに言及したい。
本書は外交及び政策決定過程の資料を丁寧かつ厚
く分析しており，評者も一人の対外関係史研究者
として捻った。加えて舌を巻いたのは，対象とし
た時代に空を巡って提示された「新しい世界」の
見方を論ずる際の図像資料の取り扱いとその把捉
である。教育プログラムや報道によって多くのア
メリカ人が空からの傭鰍視野という新しい視野感
覚や，爆弾の投下写真に見られるように自己と空
を一体化する視点の獲得が進む一方で，その対象
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一視点の先にいる他者や爆弾の被害者一を不
可視化したとの指摘は白眉である。
　歴史学研究では知られているとおり，ポスト・
モダンの脈絡でいわゆる「言語論的転回」の視点
から，統計や公文書などによって構築される「歴史」
叙述の限界を巡る批判一たとえば，歴史研究者
が歴史的事実を構築する際の不可知の問題など一
がなされた。多くの史家はこの批判に誠実に回答
してきたが，そのうちこうした問いに実証法の課
題として，取り扱う資料の拡充を図るべきとの主
張がなされた。たとえば，日本経済史家の大杉由
香は，統計や公文書などの文書偏重主義が歴史学
の資料上の不可知部分に焦点を当てる際に妨げと
なっているのであり，映像資料のようなこれまで
重視されてこなかった資料にも目を当て，統計・
文書史料と写真・映像に含まれた情報の統合を意
識すべきだと論じた（大杉由香「歴史学における
写真・映像：高度情報化と文書偏重主義の狭間に
ある盲点を考える」『大東文化大学紀要社会科学・
自然科学』45号（2007年），15－25頁）。アメリ
カ史においても，特に19世期研究において，カー
トグラフィーばかりでなく，当時の写真や風刺漫
画を活用する機運が見られたが，その析出法や方
法論を巡る議論はまだ始まったばかりである。以
前に評者はこうした図像資料を扱う方法論を考察
したが（拙稿「史料としての合衆国の政治カートゥー
ンーアメリカ対外関係史研究と図像分析一」
「アメリカ史研究』32号（2009年），126－35頁；
拙稿「中米地峡運河建設問題と政治カートゥーン
表象」明治大学『人文科学研究所紀要』67冊
（2010年），59－85頁），高田の本書は対外関係史
の脈絡で図像資料を提示することの有効性を示し
ている。
　たとえば，第1部と第皿部で，当時の海外軍事
基地や航空ネットワークに関する情報やその認知
を分析する際に，近年の研究成果から析出された
データをもとに新たに地図を作成し提示するので
はなく，当時の資料に掲載された地図や写真を掲
載している。これらは政策立案者が参照し，かつ
実際に「航空時代の教育」や報道で一つの世界像
の一助として活用されたものであり，同時代の航
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り空政策への認知を立体的に捉える史料操作として
極めて有効であった。対外関係史や社会史，歴史
教育史などの脈絡に限らず，こうした図像の性質
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のや傾向を分析した上での資料活用は，より，史料
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提示の緻密さを堅持し，かつ同時代の認知との情
報統合を行うことで，歴史研究の主要な方法になっ
ていくことは確かであろう。
　加えて，こうした図像研究は記憶研究や過表の
議論の再構築に有効であることも確認したい。評
者は冒頭で長々と9．11の「記憶」を書いた。し
かし，この記憶を思い出そうとすると，時には自
分が体験したワシントンDCでの記憶よりも，ニュー
ヨークのワールド・トレード・センターへの民間
航空機の突入のシーンが思い出されることもある。
それほどニューヨークの民間航空機の高層ビルへ
の突入とその崩壊は衝撃的な光景であり，実体験
ではないにも関わらず様々なドキュメント映像資
料で繰り返しみていることもあり，心証は強い。
記憶の上書きとまでは言わないが，歴史研究者た
る自分にしても個別的記憶が集合記憶化すること
の問題意識を強くせざるを得ない。しかしながら，
他方で多くの記録映像は9．11の現場にいない人
たちにも状況を認知させ，9．llテロの被害者の状
況やそこに渦巻く感情や人々の行動に迫ることを
可能にした。歴史研究においてこうした当該者の
認知をより厚く析出可能にする資料の熟慮は歴史
家に求められる課題である。公文書や統計に加え
て，当時の認識を再確認する上で図像資料やその
他多種多様な歴史資料の活用は欠かせなくなるだ
ろう。
　最後に，細かい点を二点だけ記したい。著者の
目配りは広く，民間航空と軍事航空の連関性ばか
りでなく，国内外の政治的文脈への示唆も広い。
その上で，評者の部分的な関心を述べさせていた
だきたい。一つには，政府の航空戦略にしろ，航
空業界や教育やメディアでの「新しい世界像」の
拡大にしろ，業界や一般市民の受容ばかりでなく，
反発の様相をより詳細に知りたい。19世期の海
外領土膨張運動や海の自由でも，迎合や抵抗があ
り，特に後者に対して立案者はその反発を乗り越
え，時には抑え，政策を確立する。航空時代の始
まりにおいても，この丁寧な論究は，世界恐慌か
らニューディール，第二次世界大戦を生きた，い
わゆる「偉大な世代」の内政的かつ外交的認知を
描き出し，政策決定過程への支援と軋蝶を可視化
するのではないだろうか。さらに，一つには航空
戦略の構築が国内認識の統合的な側面をもつので
あれば，この脈絡における人種及び女性の荷担あ
るいは人種及び女性への差別についてもさらなる
議論が欲しい。第1章（37頁）での黒人民間パ
イロットの存在と，その陸軍航空部隊への編入は
こうした論点を指摘するものであったが，これら
の人物が実際の航空ネットワークをどのように移
動し，そこで得た経験や認識をどのように政治的
ないし社会的にフィードバックさせたのか。実際
に，エチオピアに派遣されたヒューバート・ジュ
リアンやジョン・ロビンソンらのような人物がい
る（石田憲『ファシストの戦争一世界史的文脈
で読むエチオピア戦争』千倉書房，2011年）。こ
うした人物がいかに空の「新しい世界像」のアメ
リカ国内認知に寄与したのかどうか，分析を待ち
たい。
　このように，20世紀転換期のアメリカの対外
関係，特に太平洋史及び図像研究の立場から，本
書に対して疑問点や感想を述べた。要点をまとめ，
評するにあたって思わぬ誤読もあるかもしれない
が，著者のご海容を頂きたい。
（書誌情報：高田馨里著『オープンスカイ・ディ
プロマシーアメリカ軍事民間航空外交1938～
1946年』（有志舎，2011年7月刊，A5判，277
頁，5，250円）
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